
第１１章
マレーシアの金型産業
―地場企業の発展と産業高度化―

はじめに

マレーシアでは製造業の競争力を維持するために、その基盤となる金型産業の育成が急務と

なっている。コスト削減や製品開発の短期化への要請から部品・金型の現地調達が重視される

昨今、生産拠点における金型供給能力はますます肝要となってくる。消費市場としての魅力が

小さいマレーシアにとって、金型供給能力の向上はより一層重要であるといえる。

本章では、２００２年８月の現地調査で訪問した金型企業３社（純粋地場企業２社、全額出資の

日系企業１社）の事例に触れつつ、マレーシアにおける金型産業の需要と供給の現状について

明らかにすることを目的とする。

第１節 金型企業の概要

マレーシアの金型産業に関する統計・資料は非常に限られている。その理由の１つは、金型

工業会が全国的規模で未成熟なことにある。１９９３年にセランゴール及び連邦地区金型工業会

（SAFTMADA）が設立され、実質的にマレーシアの金型産業を代表してきた。これが全国的

組織として認可されマレーシア金型工業会（MMADA）となったのは２００１年のことである。

しかしながら、２００２年８月時点でもセランゴール州及び連邦地区以外からの加盟企業は、全加

盟企業１４１社（金型企業８６社、関連サービス企業５５社）の中で１０社に満たない。

MMADA［２００２a］によると、国内金型企業の企業数、企業規模、及び資本形態については

以下の通りである。１９７０年代初頭、金型企業は１０社未満であったが、現在ではおよそ５００社と

みられている。これらの企業はほぼ全て中小企業産業開発公社（SMIDEC）による中小企業の
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定義「年間売上高２５００万リンギ以下（約６５８万 USドル）でフルタイムの従業員１５０名以下」に

該当する１。１社あたり平均売上高は２００万リンギ（約５３万 USドル）から３００万リンギ（約７９

万 USドル）で、平均従業員数は２０人程度とみられている。すなわち、マレーシアの金型産業

は、他のアジア諸国の例にもれず典型的な中小企業型の産業構造となっている。

次に、資本形態をみると、企業数のおよそ２割が１００％外資企業か外資との合弁企業で、残

りの８割が純粋地場企業である２。主な外資の流入先は、日本、台湾、シンガポールやドイツ

となっている。日系プラスチック用金型メーカー A社３の場合、もともとは現地日系ユーザー

向けの金型のメンテナンスのみで１９９０年に操業を開始したが、その後金型の設計・製造へと事

業を拡張した。以前には地場企業を顧客に取引を行ったことがあるが、支払トラブルにより中

止しており、現在でも顧客はほぼ全てが日系企業である。１９９０年代末頃から主力の家電向けの

金型に加え自動車向けの金型も受注するようになり、現在ではそのシェアが約２割となってい

る。

一方、地場企業に関しては華人系企業が主体である。MMADA加盟企業では１４１社中にブミ

プトラ企業は２～３社程度で、残りは全て華人系企業である。上述の SMIDECの定義による

国内中小企業全体の所有者別内訳を見ても、１００％ブミプトラ資本企業は２０％に過ぎず、華人

系を中心とした１００％非ブミプトラ資本企業が７１％、ブミプトラ及び非ブミプトラの共同資本

企業が３％、外資企業が６％を占める４。種族別人口構成比は、ブミプトラ６５．１％、華人系２６．０％、

インド系７．７％５であり、金型企業、そして中小企業一般における華人経営の比率が突出してい

ることが分かる６。

金型企業の分布は工業団地が多い主な地域と重なり、セランゴール州を中心にペナン州、ジ

ョホール州、ペラ州（イポー）がその集積地となっている。地域的特徴として、ペナン州は電

１ 本章における USドル建てへの換算は全て１９９８年９月２日以降の固定相場１USドル＝３．８リンギにて

算出。
２ マレーシア工業開発庁（MIDA）提供資料の「代表的金型企業」１０社のリストでは、外資系企業５社

（訪問企業 A社を含む日系４社、オランダ系１社）、日系との合弁企業１社、純粋地場企業４社（訪

問企業 B社を含む）が挙げられている。
３ 企業ヒアリング調査（Shah Alam, Selangor Darul Ehsan, Malaysia）、２００２年８月。
４ 国際協力銀行開発金融研究所［２００１：９４］参照。
５ Department of Statistics, Malaysia［２０００］参照。
６ これに関連して今岡［１９９０：９８］は、ブミプトラ政策による「大量のかつ優遇的条件での資金の流入

はブミプトラ・コミュニティーをレント追及型社会にし（中略）流入した資金で設立された企業は本

来の生産活動への投資を行うよりも、有利な条件で与えられる資金の獲得のために奔走するようにな

り、また製造工業における長期の設備投資に伴うリスクを負うよりも資本の回転期間の短い商業、不

動産投資に走るようになった」と分析している。マレーシア固有の政治社会的要因が、製造業部門と

りわけ金型産業のような基盤産業へのブミプトラの資本参加率の低さを助長してきたと考えられる。
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子産業が発達しているため、精密機械加工が求められる半導体リードフレーム用プレス加工が

盛んなこの地域に優良なプレス用金型企業が集積している。半導体用に５ミクロン以下の精度

で金型部品を製造する企業は多数ある（MMADA［２００２a：５５］）。ジョホール州にはコスト削

減を目的にシンガポールから進出した企業が多い。

ここで、MMADA［２００２b］発行の Malaysia Mould & Die Directory 2002−2004 Edition 3に

掲載されている金型製造企業５２社（委託加工業、標準部品サプライヤー、及び関連サービス業

は除く）の事業内容の内訳をみると、自社内で設計をする企業の割合は７３％（３８社）である。

また、事業内容が成形部品の製造やサブ・アセンブリー、もしくは最終製品の製造を含む企業、

すなわち金型専業ではない企業の割合は４６％（２４社）である。

プレス用金型は、プラスチック用金型とは異なり需要業種により金型の製造方法が著しく異

なるため、日本ではプレス用金型メーカーは特定の業種にその顧客を特化させている傾向が強

い７。しかし、マレーシアでは日本と比較すると市場規模が小さいため、プレス用金型メーカ

ーの特定業種への専門化がさほど明確ではない。同様に、前述のダイレクトリー掲載企業に言

及すれば、２３％（１２社）がプレス用金型を主とする金属製品用の金型とプラスチック用金型を

主とする非金属製品用の金型の両方を事業範囲としている。

第２節 生産の特徴

マレーシアにおける産業構造の大きな特徴は、電子・電機産業の輸出が牽引役となっている

ことである。２００１年の電子・電機産業の輸出は２００３億７００万リンギ（約５２７億 USドル）で、全

輸出の５９．９％、製造業輸出の７０．２％にも達する。マレーシア経済の輸出依存度は対 GDP比で

９９．９％（２００１年）と大きく、電子・電機産業の比重がいかに高いかが分かる。

マレーシア経済の中心的役割を果たす電子・電機産業だが、輸出志向であると共に外資依存

度が高いという特徴がある。１９６０年代に松下電器などが主に国内市場向けにまず進出し、その

後１９７０年代以降の米系半導体メーカーの進出が続いた。さらに、１９８０年代後半からは円高の影

響により生産拠点の本格的な海外移転を開始した日系企業など、政府が輸出志向工業化政策を

強化（たとえば１９８６年の「投資促進法」による外資出資規制の緩和８）したこともあり外資系

企業の進出が加速した。１９９６年から２０００年の５年間でも、電子・電機産業への投資の７３．８％

７ 横田・八幡・大原［２００１：１８８］参照。
８ １９８６年の「投資促進法」による外資出資規制の緩和は、�１製品の５０％以上輸出する場合は１００％外資
を認める、�２国内の自由貿易地区（FTZs）、保税工場（LMWs）への販売も輸出とみなす、�３常勤の
従業員が３５０人を超える企業には輸出比率に関わりなく１００％外資を認める、という内容のもので、１９８６

年１０月から１９９０年末までの期限で適用されたが、最終的には１年間延長された（穴沢［１９９６：５４］）。
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（認可額ベース）は外資によるものとなっている（熊谷［２００２］）。

以上のように、外資主導の電子・電機産業を中心とする産業構造を持つマレーシアにおける

金型生産の特徴について次に見てみよう。マレーシアでは、金型種類別の生産統計は揃ってい

ない。代わりに、マレーシア工業開発庁（MIDA）の最新推計による金型需要先別シェアを図

１に示す。電子・電機部品用（半導体を含む）４０％、プラスチック製品・部品用（プラスチッ

ク製容器、板など）２７％、金属製品用（金物類、ワイヤなど）１５％、自動車・オートバイ部品

用６％、ゴム製品用４％、その他８％となっており、電子・電機産業中心の産業構造を反映し

ていることが分かる。

MIDAによると、多国籍企業（MNCs）が低コスト諸国へ生産移転する影響を受け、金型需

要に占める電子・電機産業のシェアは低下傾向にある。逆に、国民車メーカープロトン社及び

プロドゥア社の市場占有率がおよそ８割に達している自動車産業は、アジア通貨危機以降の需

要回復が比較的早く内需が堅調である（図２）。電子・電機産業と比較すると金型需要規模は

小さいが、そのシェアは拡大傾向にある。しかし、マレーシアの人口は約２４００万人と少ない上

に自動車保有率もすでに高く、１９９９年時点で４．７人に１台の割合で普及し、タイの１０．１人に１

台の普及率を大きく上回る９。これは、台湾の３．５人に１台の割合に近い水準に達しているため、

将来的な内需の大幅な伸びは期待できない。さらに、国民車メーカーも従来のように国内ベン

ダー優先ではなく、既に国際調達を進めてきている状況にある。

MIDAによると、今後の発展が特に期待される金型の分野は、第１に、電子・電機産業向

けの高精密金型が挙げられる。１型で１００万リンギ（約２６万 USドル）するような高付加価値

９ 佐藤元孝［２００２］参照。

図１ 金型需要先別シェア

（出所）MIDA資料より作成。
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の金型を生産できる地場企業は非常に限られているのが現状である。第２に、プラスチック製

品・自動車部品用の大型金型（金型重量で２トン以上）が挙げられる。例えば、プロトン社の

金型調達は、小物部品用は国産を使用しているが、ボディプレス用金型やインストゥルメント

パネルなどの大型金型や複雑金型は、日本、韓国、台湾等から輸入している。

第３節 生産及び輸出入の概況

MIDAの推計によると、２０００年の金型国内生産額は１２億１６０５万リンギ（約３億２００１万 USド

ル）で１９９７年の約１．６倍に増加した（図３）。日本のおよそ４０分の１、台湾や韓国のおよそ５分

の１～６分の１の規模である。しかし、２００１年には世界的な「IT不況」による電子産業の不

振が原因で対前年比２．７％減となった。国内生産額に純輸入額を加えた２００１年の国内総需要は

１９億６６３５万リンギ（約５億１７４６万 USドル）である。

急速な工業化による金型需要の拡大に国内供給能力の成長が追いつかず、マレーシアの金型

は大幅な貿易赤字が続いている。国内総需要の輸入依存度（価額ベース）は、１９９７年の６５．０％

から徐々に低下してきているが、２００１年でも６０．０％と高水準である（図３）。高付加価値の金

図２ 乗用車、商用車、オートバイ・スクーターの国内生産台数

（出所）Department of Statistics, Malaysia, Monthly Statistical Bulletin より作成。
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型を日本などからの輸入に頼っているため、数量ベースの輸入依存度はこれより低くなる。水

野［２００１］によれば、マレーシアでは金型の対日輸入額が工作機械のそれを上回っており、工

作機械を輸入して金型を国内生産するよりも、金型自体を輸入する傾向の方が強い段階である

ことが指摘されている。金型先発国である韓国では、マレーシアとは異なり国内に工作機械産

業があるにも関わらず、工作機械の対日輸入額が金型のそれを上回っている１０。

ここで、１９９６年から２０００年の金型輸入総額の品目別シェア（表１）をみると、プレス用・鍛

造用金型は１２．９％のみで、プラスチック用・ゴム用金型が５６．９％となっている１１。プレス用・

１０ 資本財を大きく輸入に依存するマレーシアでは、工作機械などの機械設備製造企業に対する優遇措置

として、１０年間の法定所得が全額免除となるパイオニア・ステイタス、または５年以内に発生した適

格資本支出の１００％に相当する投資税額控除の対象としている（MIDA［２００２］）。
１１ 本章における金型の貿易分類に関する記述では、HS分類８２０７２０「金属の引抜き用又は押出し用のダ

イス」・８２０７３０「プレス用、型打ち用又は押抜き用の工具」をプレス用・鍛造用金型、８４８０４１「金属

又は金属炭化物の成形用の型（射出式又は圧縮式のもの）」をダイカスト用金型、８４８０４９「金属又は

金属炭化物の成形用の型（射出式又は圧縮式のものを除く）」を鋳造用金型、８４８０５０「ガラスの成形

用の型」をガラス用金型、８４８０６０「鉱物性材料の成形用の型」をセラミックス用金型、８４８０７１「ゴム

又はプラスチックの成形用の型（射出式又は圧縮式のもの）」・８４８０７９「ゴム又はプラスチックの成形

用の型（射出式又は圧縮式のものを除く）」をプラスチック用・ゴム用金型、８４８０１０「金属鋳造用鋳

型枠」・８４８０２０「鋳型ベース」・８４８０３０「鋳型用パターン」をその他とする。

図３ 金型生産と輸出入

（出所）MMADA［２００２a］掲載データより作成。
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鍛造用金型が輸入に占める割合は、アジアでマレーシアと金型の技術レベルが近いとみられる

タイの３１．５％と比較してもかなり低い１２。先に述べたように、金型品目別にみた国内生産額の

統計は揃っていないため一概には言えないが、需要先産業として電子・電機産業の比重が高い

マレーシアの金型需要は、プラスチック用金型を主とするモールド金型へ偏った構造となって

いる。後述するように、輸出の品目別割合ではプレス用・鍛造用金型のシェアはさらに低い。

次に、相手先別金型輸入額のシェアをみると、日本が４割以上と大きな割合を占める（表２）。

１９９６年からの推移では韓国の割合が比較的伸びており、価額にして約１．８倍増加した。華人系

地場金型メーカー B社１３（プラスチック用金型の設計・製造）によれば、１９９０年代末頃から韓

国からの輸入金型が特に自動車用金型の分野で競争力をつけてきており、地場企業の金型と比

較しても同程度かそれ以下の価格で短納期であるという。また、日系精密プレス機械メーカー

によると、半導体リードフレーム用金型についてやはり韓国からの輸入金型が国産金型よりも

競争力（低価格、短納期）をつけてきているとのことである１４。

一方、金型輸出額をみると、２００１年には過去最高の３億９６２１万リンギ（約１億４２６万 USド

１２ アジアにおけるプレス用金型の技術レベルの各国比較については、本書第５章「アジアの金型産業比

較」を参照。
１３ 企業ヒアリング調査（Selangor Darul Ehsan, Malaysia）、２００２年８月。
１４ 企業ヒアリング調査、２００２年７月。

表１ 品目別金型輸入額とシェア
単位：千USドル、（％）

プレス・
鍛造

ダイカスト 鋳 造 ガ ラ ス
セラミッ
クス

プラスチッ
ク・ゴム

そ の 他 合 計

１９９６
４７，８８９ ２７，４１５ ４３，８９１ １０，２８３ ２２，０６７ ２２０，８５６ ３４，３２８ ４０６，７２９
（１１．８） （６．７） （１０．８） （２．５） （５．４） （５４．３） （８．４） （１００．０）

１９９７
４０，６５９ ２１，７６５ ４５，４３１ ６，５５５ ２７，２００ ２０７，６５０ ２８，０２２ ３７７，２８２
（１０．８） （５．８） （１２．０） （１．７） （７．２） （５５．０） （７．４） （１００．０）

１９９８
３３，１０７ ２１，７０８ ２１，１４９ ５，０８２ １２，４８４ １６１，９１８ ２１，６４７ ２７７，０９５
（１１．９） （７．８） （７．６） （１．８） （４．５） （５８．４） （７．８） （１００．０）

１９９９
２８，４２７ １７，５０８ ２０，４８１ ４，９６２ １２，１６９ １８２，９０３ ２２，８８４ ２８９，３３４
（９．８） （６．１） （７．１） （１．７） （４．２） （６３．２） （７．９） （１００．０）

２０００
７４，６５６ １３，８９０ ３３，０１４ ６，７０２ ２１，４４１ ２１５，９９７ ２３，５２７ ３８９，２２７
（１９．２） （３．６） （８．５） （１．７） （５．５） （５５．５） （６．０） （１００．０）

マレーシア ２２４，７３８ １０２，２８６ １６３，９６６ ３３，５８４ ９５，３６１ ９８９，３２４ １３０，４０８ １，７３９，６６７
１９９６－２０００ （１２．９） （５．９） （９．４） （１．９） （５．５） （５６．９） （７．５） （１００．０）

タイ ６１７，７６４ ９７，３３４ １０１，９４５ ２０，４１２ ４８，０７４ １，０１８，７０１ ５５，４１３ １，９５９，６４３
１９９６－２０００ （３１．５） （５．０） （５．２） （１．０） （２．５） （５２．０） （２．８） （１００．０）

（出所）UNCAD/WTO（ITC）and UNSD, PC-TAS データベースより作成。
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ル）に達し、国内生産額に占める割合（輸出比率）は１９９７年の２９．６％から３３．５％に上昇した

（図３）。これはシンガポールの金型輸出比率３５．６％（２０００年）と比較しても遜色がない１５。後

でみるように、輸出相手先で高い割合を占めるのはシンガポールや日本であり、競争力の向上

による輸出市場開拓（プッシュ要因）だけでなく、コスト削減のために生産移管した企業によ

る逆輸入（プル要因）を考慮する必要がある。

また、マレーシアでは狭隘な国内市場に加えMNCsの生産拠点の撤退・縮小の傾向もある

ため１６、金型産業が需要を維持するには輸出志向にならざるを得ないという側面もある。例え

ば、地場プラスチック用金型メーカー B社の場合、以前は現地日系家電メーカーの掃除機部

品用に金型を製造していたがメキシコへ移転してしまい、冷蔵庫部品用の金型も２００２年末にタ

イ・インドネシアへ移転のため受注がなくなった。

１５ Singapore Precision Engineering and Tooling Association［２００２］掲載データより算出。

表２ 相手先別金型輸入額とシェア
単位：千USドル、（％）

１９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ １９９６－２０００

日 本
１９５，８０６ １５２，６８８ １１２，４７９ １１９，２７３ １８２，４９３ ７６２，７３９
（４８．１） （４０．５） （４０．６） （４１．２） （４６．９） （４３．８）

台 湾
６８，６６４ ６９，１６４ ４３，３５１ ４８，４８０ ５８，５８２ ２８８，２４１
（１６．９） （１８．３） （１５．６） （１６．８） （１５．１） （１６．６）

シンガポール
４８，８３４ ５１，１９８ ４３，０８１ ４３，２９８ ４６，１８３ ２３２，５９４
（１２．０） （１３．６） （１５．５） （１５．０） （１１．９） （１３．４）

韓 国
１８，７４３ ２２，１７６ １７，６４４ １６，８０５ ３３，４０３ １０８，７７１
（４．６） （５．９） （６．４） （５．８） （８．６） （６．３）

香 港
１４，１３２ ７，００３ ８，０５６ ８，０８６ ９，７５１ ４７，０２８
（３．５） （１．９） （２．９） （２．８） （２．５） （２．７）

ド イ ツ
８，９２５ １２，７１４ ８，４６４ ８，２０６ ７，６３７ ４５，９４６
（２．２） （３．４） （３．１） （２．８） （２．０） （２．６）

ア メ リ カ
７，１４９ ８，８４８ １０，２８８ ９，３１１ ８，６７６ ４４，２７２
（１．８） （２．３） （３．７） （３．２） （２．２） （２．５）

オーストラリア
４，８７６ ６，７７９ ４，４１０ ６，５６９ ７，８３６ ３０，４７０
（１．２） （１．８） （１．６） （２．３） （２．０） （１．８）

イ タ リ ア
６，７８１ ６，５０２ ２，９７８ ３，４５８ ８，００７ ２７，７２６
（１．７） （１．７） （１．１） （１．２） （２．１） （１．６）

オ ラ ン ダ
６，００４ ９，４０５ ５，１６２ ２，２７８ ２，４８４ ２５，３３３
（１．５） （２．５） （１．９） （０．８） （０．６） （１．５）

そ の 他
２６，８１５ ３０，８０５ ２１，１８２ ２３，５７０ ２４，１７５ １２６，５４７
（６．６） （８．２） （７．６） （８．１） （６．２） （７．３）

合 計
４０６，７２９ ３７７，２８２ ２７７，０９５ ２８９，３３４ ３８９，２２７ １，７３９，６６７
（１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０）

（出所）表１に同じ。
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ここで、１９９６年から２０００年の金型輸出総額の品目別シェア（表３）をみると、プレス用・鍛

造用金型が４．６％のみであるのに対し、プラスチック用・ゴム用金型が５４．４％と大きな割合を

占めている。セラミックス用金型も１５．２％と比較的高い割合を示している。

次に輸出先別シェアをみると、シンガポールや日本、香港などに多く輸出していることが分

かる（表４）。東南アジア諸国連合（ASEAN）向け輸出の合計はおよそ４割である。１９９６年

からの推移で顕著なのは、香港が急速にシェアを伸ばし、価額ベースでも４．４倍に増加してい

る点である１７。この多くは、香港を経由し中国へ再輸出されていると思われ、中国での需要の

急拡大がマレーシアからの輸入増に結びついていると考えられる。日本への輸出は、進出した

日系企業からの逆輸入と思われる（斉藤［２００２：２１］）。

以上のように、マレーシアの金型産業は、産業内で本格的な輸入代替と一定の輸出拡大が同

１６ 日本経済新聞社の調査によると（２００２年７月２５日付）、２００１年以降少なくともマレーシアの日系大手

製造業８社が計５０００人以上の人員削減を実施・予定。しかし他方、パイオニア、シャープ、三菱電機

が DVD（デジタル多用途ディスク）レコーダー（録画再生機）の海外生産をマレーシア（及び中国）

で初めて開始、キャノンがマレーシアでデジタルカメラの生産を倍増、ソニーがインドネシアの音響

機器工場を閉鎖し大型工場のあるマレーシアなどに生産を集約、ダイハツ工業が２００７年を目処にマレ

ーシアでの自動車生産台数を２５万台に倍増、ホンダ・マレーシアが２００３年には年産２万台の新工場を

稼働予定などの動きもある（『日本経済新聞』２００２年９月２３日、１０月２０日、１１月２日、２６日、１２月５

日付各記事より）。
１７ 前掲MIDA提供資料の「代表的金型企業」の中では、香港へはオランダ系金型企業（半導体用金型）

がモトローラ等を顧客に輸出している。香港にグループ会社によるサービスセンターがある。

表３ 品目別金型輸出額とシェア
単位：千USドル、（％）

プレス・
鋳造

ダイカスト 鋳 造 ガ ラ ス
セラミッ
クス

プラスチッ
ク・ゴム

そ の 他 合 計

１９９６
３，６３１ ４，５９５ ７，９９２ ２３２ ６，７５４ ４０，８００ ６，２９９ ７０，３０３
（５．２） （６．５） （１１．４） （０．３） （９．６） （５８．０） （９．０） （１００．０）

１９９７
４，２９８ ３，７２８ ８，３０４ １，３２６ １２，９９８ ４８，２０３ １０，７３７ ８９，５９４
（４．８） （４．２） （９．３） （１．５） （１４．５） （５３．８） （１２．０） （１００．０）

１９９８
３，００７ ２，６３３ ８，８１２ １，３９３ ６，５４０ ３９，４３９ ６，９７５ ６８，７９９
（４．４） （３．８） （１２．８） （２．０） （９．５） （５７．３） （１０．１） （１００．０）

１９９９
３，７３５ ５，８４０ ４，９２０ １，０７９ １０，８３３ ４１，２０２ ７，５５８ ７５，１６７
（５．０） （７．８） （６．５） （１．４） （１４．４） （５４．８） （１０．１） （１００．０）

２０００
４，０１９ ５，１０７ ６，８５２ １，１５５ ２５，２８０ ５３，０８９ ９，９９２ １０５，４９４
（３．８） （４．８） （６．５） （１．１） （２４．０） （５０．３） （９．５） （１００．０）

１９９６－２０００
１８，６９０ ２１，９０３ ３６，８８０ ５，１８５ ６２，４０５ ２２２，７３３ ４１，５６１ ４０９，３５７
（４．６） （５．４） （９．０） （１．３） （１５．２） （５４．４） （１０．２） （１００．０）

（出所）表１に同じ。
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時並行的に必要な状況に置かれていると言えよう。高精密金型や大型金型など高付加価値の金

型需要は国内では十分に満たせず、日本やアジアにおける他の金型先発国からの輸入に大きく

依存している。外資系金型企業がより高付加価値の金型を国内生産するだけでなく、地場金型

企業の製品が高度化されれば、ユーザーの利益は大きい。他方、内需の大幅な伸びは期待出来

ないため、既に始まっている中国を軸とした産業再編の中で「グローバル・サプライヤー」と

して需要の獲得が目指されている。

表４ 相手先別金型輸出額とシェア
単位：千USドル、（％）

１９９６ １９９７ １９９８ １９９９ ２０００ １９９６－２０００

シンガポール
１７，６３８ １６，４５０ １４，８９４ １５，１７１ ２１，８２９ ８５，９８２
（２５．１） （１８．４） （２１．６） （２０．２） （２０．７） （２１．０）

日 本
１０，１１０ ２２，３３７ １４，３２１ １２，８２５ １２，６９９ ７２，２９２
（１４．４） （２４．９） （２０．８） （１７．１） （１２．０） （１７．７）

香 港
５，１０９ ６，７７４ ７，５６４ １０，２９２ ２２，６１０ ５２，３４９
（７．３） （７．６） （１１．０） （１３．７） （２１．４） （１２．８）

インドネシア
５，６０７ ７，８６９ ３，６１８ １０，０４５ ５，３６９ ３２，５０８
（８．０） （８．８） （５．３） （１３．４） （５．１） （７．９）

フ ィ リ ピ ン
４，７４４ ８，０３１ ５，８４４ ３，０７３ ４，７６４ ２６，４５６
（６．７） （９．０） （８．５） （４．１） （４．５） （６．５）

中 国
５，３５３ ３，５７９ ３，６３５ ４，５１７ ７，３９８ ２４，４８２
（７．６） （４．０） （５．３） （６．０） （７．０） （６．０）

タ イ
４，０２６ ３，９２６ ４，０６８ ３，０２１ ７，３４２ ２２，３８３
（５．７） （４．４） （５．９） （４．０） （７．０） （５．５）

台 湾
４，８９５ ５，８６８ １，９１４ １，９９７ １，９６９ １６，６４３
（７．０） （６．５） （２．８） （２．７） （１．９） （４．１）

韓 国
２，９７９ ３，５４８ ２，４７３ ２，６１７ ３，３１４ １４，９３１
（４．２） （４．０） （３．６） （３．５） （３．１） （３．６）

ア メ リ カ
２，１６９ ２，１７３ １，５１５ ２，２０３ ３，６３５ １１，６９５
（３．１） （２．４） （２．２） （２．９） （３．４） （２．９）

そ の 他
７，６７３ ９，０３９ ８，９５３ ９，４０６ １４，５６５ ４９，６３６
（１０．９） （１０．１） （１３．０） （１２．５） （１３．８） （１２．１）

合 計
７０，３０３ ８９，５９４ ６８，７９９ ７５，１６７ １０５，４９４ ４０９，３５７
（１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０） （１００．０）

（出所）表１に同じ。
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第４節 国際競争力

１． 価格

金型の競争力を決定づける主要因は、価格、品質、納期である。まず、価格については、１９９０

年代末頃から中国、台湾、及び韓国の金型企業による強い価格低下圧力が働いている（MMADA

［２００２a］）。中国の金型が低廉な労働力を武器に低価格であることは明らかだが、既に触れたよ

うに場合によっては韓国からの輸入金型がマレーシア地場の金型よりも価格競争力を持ってい

る。現地日系金型メーカー A社（プラスチック用金型）によると、顧客は中国と同水準の価

格を要求してくることも多く、過去３年間で販売価格が２０～３０％下落している。廉価な鋼材へ

の材料代替、人件費削減、不良品発生率の低減のほか、１年前には高速加工が可能な日本製工

作機械を新たに導入して加工効率を高め、価格の下落に対応した生産性向上を図っている。同

様に、地場プラスチック用金型メーカー B社によれば、５年前と比較して価格が約３０％下落

したが生産性が同程度向上したという。

マレーシア金型の価格競争力に影響を与える要素として、金型の原材料である鉄鋼を輸入に

依存している点が挙げられる。政府は、米国の鉄鋼製品に対する緊急輸入制限（セーフガード）

発動に対抗して、２００２年３月に鉄鋼製品に対する輸入関税を最大５０％まで引き上げた１８。金型

材料は品質保持のため顧客から指定されることもあり、関税の引き上げは保税工場（LMWs）

もしくは自由貿易地区（FTZs）以外で操業する金型企業にとっては原材料コストの上昇に繋

がる。

一方、金型輸入の多くは１９８０年から非課税で国内金型企業は政府保護を受けてこなかった

（MMADA［２００２a］）。政府は、金型産業のような製造業の基盤となる裾野産業の育成を図る

前に、外資導入により急速な輸出拡大を実現する戦略をとったという経緯がある１９。その結果、

マレーシアの金型産業は前節で述べたように依然として本格的な輸入代替は進んでいない。２００１

年時点でも、輸入に占める消費財の割合は６％に過ぎず、資本財が１６％、中間財が７２％２０を占

めるという貿易構造の特徴がある。

１８ 国際通商産業省（MITI）ホームページによると、対象となるのは熱間圧延コイル、冷間圧延コイル、

亜鉛めっき鋼板及び鉄製パイプで、これらの輸入には輸入ライセンスが必要となる。但し、以下の産

業・企業に該当する場合の輸入では関税が免除される：�１自動車、�２電子・電機、�３船舶、�４石油・
ガス、�５鉄製家具、�６輸出企業、�７LMWsもしくは FTZs内の企業。

１９ 穴沢［２０００：２４）によると、FTZsの企業の現地調達率は１９８０年代前半までは１０～１５％（そのうち７

割程は FTZs内からの調達）で、１９８０年代末には２０％弱にまで上昇した。
２０ Department of Statistics, Malaysia, Monthly Statistical Bulletinより。
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他方、マレーシアの金型がこれまで関税により保護されてこなかったとはいえ、ASEAN自

由貿易地域（AFTA）による域内関税率の引き下げが、マレーシア金型の価格競争力を直接

に向上させる可能性は部分的である。ASEAN諸国の中でマレーシアの金型輸出相手国として

シェアの高い４カ国の金型輸入関税率をみると、ASEAN共通効果特恵関税（CEPT）による

ある程度の域内輸出創造効果が期待できるのはタイのみである（表５）。しかも、マレーシア

の主要輸出金型製品であるプラスチック用・ゴム用金型については現時点でメリットはない。

しかし、金型を内製し成形部品まで一貫生産している企業を考えれば、部品の域内関税率引き

下げによる貿易創造効果は、域内輸出機会の拡大と域内部品メーカーとの競争の激化の双方を

意味する。価格競争力に影響を与えるその他の要因として人件費の上昇も挙げられるが、これ

については第７節で述べる。

表５ アジアにおける金型製品の輸入関税率（MFN適用税率）

ASEAN加盟国 台

湾

韓

国

中

国

イ
ン
ド

マ
レ
ー

シ
ア

タ

イ

イ
ン
ド

ネ
シ
ア

フ
ィ
リ

ピ
ン

シ
ン
ガ

ポ
ー
ル

HS８２０７２０
金属の引抜き用又は押出し用ダイス

５％
２０％
（５％）

０％ ３％ ０％ ４％ ８％ ８％ ３０％

HS８２０７３０
プレス用、型打ち用又は押抜き用工具

５％
２０％
（５％）

０％ ３％ ０％ ５―１０％ ８％ ８％ ３０％

HS８４８０１０
金属鋳造用鋳型枠

０％
５％

（２．５％）
０％ ３％ ０％ ４％ ８％ １０％ ２５％

HS８４８０２０
鋳型ベース

０％ ５％ ０％ ３％ ０％ ４％ ８％ ８％ ２５％

HS８４８０３０
鋳型用パターン

０―２５％
（５％）

５％ ０％ ３％ ０％ ４％ ８％ １０％ ２５％

HS８４８０４１，８４８０４９
金属又は金属炭化物の成形用の型

０％
５％

（３．７５％）
０％ ３％ ０％ ４％ ８％ ８％ ２５％

HS８４８０５０
ガラスの成形用の型

０％ ５％ ０％ ３％ ０％ ４％ ８％ ８．４％ ２５％

HS８４８０６０
鉱物性材料の成形用の型

０％
５％

（３．７５％）
０％ ３％ ０％ ４％ ８％ ８．４％ ２５％

HS８４８０７１，８４８０７９
ゴム又はプラスチック用の成形用の型

０％ ５％ ０％ ０―３％ ０％ ０―２．５％ ０―８％ ３％ ０―２５％

（注１）各国のデータ更新時期は以下の通り。マレーシア２００２年１０月、タイ２００２年３月、インドネシア２００２年１１月、
フィリピン２００２年５月、シンガポール２００２年６月、台湾２００２年８月、韓国２００２年４月、中国２００２年１月、
インド２００２年４月。

（注２）ASEAN加盟国の括弧内の数字は、MFN適用税率とCEPT適用税率が異なる場合のCEPT適用税率（ASEAN
事務局、２００１CEPT Legal Enactment に基づく２００３年までのスケジュール）。

（出所）World Tariff 社データベース（www.worldtariff.com）、及びUS-ASEAN Business Council, Inc．（www.us-asean.
org）より作成。
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２． 品質

多くの地場金型企業は一般的には NC工作機械を設備しており、中には精度に関する要求の

厳しい日系企業と取引をしている純粋地場金型企業もある。例えば、華人系地場資本１００％の

プラスチック用金型メーカー B社は、顧客の約４０％（売上高ベース）が現地大手日系メーカ

ー（家電、自動車）とその関連部品・成形メーカーが占め、プロトン社（３０％）、プロドゥア

社（１０％）、及び他の地場メーカーにも納品している。輸出もしており、インドネシアの日系

自動車メーカーや、シンガポール等に顧客を持つ。要求される金型精度は、５年前は２０ミクロ

ンであったが、現在は通常１０～２０ミクロンで、最高で５ミクロン（小型電子部品、ギア、カメ

ラ部品用の金型）まで可能という。品質向上の主要なドライビング・フォースとなっているの

は何より顧客の厳しい要求であるが、顧客からの技術的サポートは特にない。同じく華人系地

場資本１００％のプレス加工部品メーカー（金型設計・製造、プレス加工、サブ・アセンブリー）

C社２１の顧客は、米系企業やプロトン社のほか、日系大手家電メーカー、及び日系自動車部品

メーカーも含まれる。産業用のベルトコンベアー部品、キャスターなどを主な製品としている

ため、要求される金型精度は３０ミクロン程度である。

また、現地日系プラスチック用金型メーカー A社は、テレビの外装成形用の大型金型と共

に受注した小物部品を外注に出すことが多く、主な外注先は華人系地場企業である。よく利用

するのは３社程度で取引関係は長い。品質維持のために金型図面は支給しているが、外注先の

地場企業は小物部品用の金型を専門に扱っている企業のため、品質は A社で製造するのと同

程度かそれ以上と非常によい。１０ミクロンレベルでも外注が可能である。既に日本へ撤退した

他の日系企業も外注先として取引をしていた。

純粋地場金型企業の中には、B社や C社のように日系ユーザーと取引が出来るレベルの企

業もある。また、日系 A社の事例が示すように、華人系地場企業の中には現地日系金型メー

カーの下請けをこなせる企業も存在する。MMADA［２００２a：６３］によると、２００２年第２、第

３四半期には、中国へ流れていた半導体用金型の発注の多くが、MNCsが求める精度・技能

レベルの高さを理由にマレーシアの金型企業へと戻ってきている。こうした状況は、プラスチ

ック射出成形用金型やダイカスト用金型についても当てはまるという。

３． 納期

金型の種類や大きさ、形状の複雑さ等によっても異なるため一概には言えない。しかし、

MMADA［２００２a：６３］によれば、数年前には平均３～４ヶ月であった納期が現在では平均１

～２ヶ月へと大幅に短縮している。これには主に２つの要因が挙げられる。第１に、現在では

顧客が製品開発を短期化しており、金型供給に対しても短納期を強く求めているからである。

２１ 企業ヒアリング調査（Shah Alam, Selangor, Malaysia）、２００２年８月。
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第２に、CAD/CAMや高速 NC工作機械への設備投資が、設計者の能力向上や顧客側の技術

者との協働とあいまって、短納期化に貢献している。地場金型企業でも CAD/CAM（主に欧

米系ソフト）の使用は今や一般的となっている。

４． 産業リンケージと地場金型企業の発展

MNCsの要求を満たす地場金型企業が存在する一方で、日系 A社によれば同社が得意とす

る大型プラスチック用金型の分野では競合相手の地場企業は存在せず、棲み分け状態にあると

いう。但し、A社の例が示すように、地場金型企業との外注によるリンケージも観察されて

いる。最終製品が輸出市場向けで国際水準の品質が求められる分野では、外資系金型企業によ

る供給が多く、この分野へ参入できる地場金型企業には限りがあるのが現状である。一般的な

地場金型企業にとっては、国内市場向けの電子・電機製品用、日用雑貨や建築資材向けなど低

付加価値の金型が主な需要先となっていると思われる。すなわち、上層部の企業との間に存在

する技術水準の格差が大きかったため、MNCsの集積による後方連関効果は外資系と一部の

地場金型企業（及び輸入）に偏在していると考えられる。

この背景には、第１に、工業化の歴史が浅く地場企業側の技術受容力が元来低かったこと、

第２に、従来の政府による政策環境が裾野産業の発展を阻害する要因を内在していたことが挙

げられる。先述のように、１９７０年代初頭、すなわち第１次輸出志向工業化が開始された当初、

国内の金型企業は１０社足らずで、その当然の帰結として金型生産技術も遅れていた。下請け業

者を育成し技術移転を図ろうにも、技術水準の格差からMNCsにとってコストが大きかった。

この初期条件に加え、金型産業は中小零細の華人系企業が大部分を占めるため、マレー人優

遇のブミプトラ政策に傾注する政府の支援をほとんど受けてこなかっただけでなく、その発展

を政策的に阻害された側面がある（Rasiah［１９９９a；１９９９b；２０００］）。

第１に、１９７５年に制定された「工業調整法（Industrial Coordination Act : ICA）」の影響で

ある。同法は、株主資本（shareholders’ funds）２２が２５万リンギ以上（１９７７年に５０万リンギに引

き上げ）、またはフルタイムの従業員が２５人以上となる製造業企業全てに対し、製造ライセン

スを取得することを義務付けた。重要なことは、このライセンス取得にはブミプトラ政策の重

点課題である株式及び雇用の種族別構成比率等に関する要件の遵守が求められる点である。安

田［１９８８：１７２］によれば、ICAの制定目的は「大企業から中企業へのブミプトラ政策の浸透

をめざすこと」にあった。その帰結は、中小企業型産業の経済的主体は華人であるにもかかわ

らず、規制により自由な企業活動が阻まれることへの危惧から華人系企業の参加が抑制された。

その後、ICAの適用免除上限となる企業規模の基準はそれぞれ、１９８５年に１００万リンギ及び５０

２２ MIDA［２００２］によると、「株主資本」とは、払込資本金、剰余金、払込剰余金残高、利益処分勘定

残高の総計と定義。
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人、１９８６年に２５０万リンギ及び７５人と引き上げられた。安田［１９８８：１７２］は、このライセンス

取得の緩和措置により「中位レベルまでの企業規模が最適の業種にあっては、国内の華人系企

業が積極的に進出するであろう」と予測した。ICAライセンス取得義務を避けるために、払

込資本金を故意に少額に抑えた企業も観察されている（Rasiah［２０００］）。緩和措置により華人

系企業の金型市場参入が促進されたと考えられるが、いずれにせよ ICAにより華人系企業を

主体とする地場金型産業の発達が牽制された側面は否めない。

第２に、１９９０年代まで主関税地域と FTZs・LMWsとの間での取引が輸出入とみなされ、

通常の税関手続きの対象となっていたことは地場企業との取引費用を高めた。煩雑な手続きを

避けたいMNCsの輸入性向を高め、主関税地域に立地する地場企業の参入障壁を一層高めた

（Rasiah［１９９９b］）。さらに、MNCsが非課税で金型を輸入する一方で、主関税地域の地場企

業が使用する金型用鋼材等は関税が賦課されるので、地場企業にとって不利な条件が重なった。

しかし、１９８６年の「中・長期工業化マスタープラン（IMP）」以降は、未発達な裾野産業を

育成する必要性が政策課題として明確に認識されるようになり、金型産業も促進産業の一つと

して分類されるようになった。同年の「投資促進法」では中小企業の投資機会の拡大も図られ

た。しかし、中小企業側には情報が不足しており、各種インセンティブを十分に享受してきた

とは言えない（Rasiah［１９９９b］）。

また、同法により FTZsや LMWsへ部品等を供給するサプライヤーも輸出志向企業とみな

され１００％外資の形態が可能となった２３。結果、日系サプライヤーだけでなく、本国で日系メー

カーのサプライヤーとしての経験を有する台湾系やシンガポール系サプライヤーなど外資系サ

プライヤーの進出が続いた。さらに、シンガポールの重要性は特筆され、日系メーカーの中に

はシンガポールからの調達を「国内調達」と同等にみなしている企業の存在が観察されている

（Capannelli［１９９９］）。シンガポールの最大の金型輸出相手国はマレーシアであり、市場占有

率は５３．３％（２０００年）に達する２４。

金型供給体制の向上にも外資を導入した結果、MNCsの調達は輸入に加えて現地外資系サ

プライヤーからの購買が多く、外資系企業同士の生産ネットワークが形成された。一方、外資

２３ １９９３年からは、外資導入による国内産業・地場企業への波及効果が希薄な状態を改善するために、政

府は FTZsや LMWsへの販売（間接輸出）は輸出と認めないこととし、輸出比率８０％未満の企業は

地場企業との合弁を義務づけた（穴沢［１９９８：６６－６７］）。その後、政府は再び外資出資規制を時限的

に緩和し、１９９８年７月末から２００３年末までに申請された製造業プロジェクトについては輸出比率に関

係なく外資１００％出資が可能となっている。但し、地場中小企業に供給能力があるとされる以下の業

種は除く：�１紙製パッケージ、�２プラスチック製パッケージ、�３プラスチック射出成形品、�４金属ス
タンピング及び金属加工、�５ワイヤー・ハーネス、�６印刷、�７スチールサービスセンター（MIDA
ホームページより）。

２４ UNCAD/WTO（ITC）and UNSD, PC-TASデータベースより算出。
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系金型企業の立地が進んだとはいえ、先述のように輸入代替のための大きな市場機会が存在す

るにもかかわらず、国内市場の狭隘性を理由にその立地も十分ではない（Rasiah［１９９９b］）。

このようなマレーシア全般の状況と一線を画すのが、ペナン州における１９７０年代末以降の外

資系半導体メーカーと地場中小企業間のネットワークの発展である。当初は、他地域と同様に

地場金型企業がほとんど存在せず未発達であった。違うのは、ペナン州政府及びペナン開発公

社（PDC）が、MNCsと地場中小企業の仲介機能を積極的に担ったことである。ペナン州の

種族別人口構成比２５はブミプトラ４２．５％、華人系４６．５％、インド系１０．６％と華人系が最も多く、

全州の中でもその比率が最も高いという特徴と無縁ではない。Rasiah［１９９９a；１９９９b；２０００］

は次のように説明している。

ペナン州の政治体制は、１９６８年に non-ethnic approachに基づき設立されたマレーシア民政

運動党（PGRM）により先導されてきた。PGRMの指導者層の大部分とMNCsの華人系管理

職層、及び華人系中小企業の経営者層の間には、学校教育のほか仲間同士の交流機会等（peer

group relationships）を通じたネットワークが形成されている。この華人系ネットワークを通

して、PGRMにおける中流階級の華人系指導者層は、下層中流階級による華人系中小企業が

州政府の支援対象となる環境を創出したのである。

具体的に州政府が果たした重要な役割は、MNCsと地場中小企業の「マッチング」である。

例えば、インテル社が潜在的地場サプライヤーに同社の下請けを担うことを最初に要請した際

には、それを自ら引き受けようとする企業は皆無であった。単純な治工具や金型のみを製作し

ていた地場中小企業にとって、ノウハウが全くない精密金型や自動化機械による組立て等に事

業を多角化することは投資リスクが大きかった。しかし、PDC等の助けを借りてインテル社

が説得に成功した初期の地場金型企業の成長が弾みとなり、MNCsのサプライヤーとなるべ

く積極的に技術向上を目指す地場企業が増加した。また、MNCsは州政府がMNCsからのス

ピンオフの促進にも積極的であったと認めている。PDCは１９８５年から地場サプライヤーの生

産能力等の詳細な情報を掲載したリストを作成しているほか、MNCsと地場中小企業のリン

ケージ強化のための会合開催、企業訪問やプロモーション活動を行っている。

ペナン州における以上のような官民協力体制は、セランゴール州等では欠如していた２６。MNCs

は潜在的サプライヤーの情報に欠き、ペナン州でみられたMNCsとの下請け関係による地場

企業の成長やMNCsからのスピンオフを促進する誘因は十分には働かなかった。マレーシア

２５ Department of Statistics, Malaysia［２０００］参照。
２６ 近年では連邦政府でも官民協力体制を重視しており、特に ICAライセンスで登録されないような中

小企業のニーズを掴むために業界団体との協働が模索されている。金型産業については、MIDA、SIRIM、

MMADAが共同で金型産業の発展に資する政策提言のための報告書を作成中である（２００２年８月ヒ

アリング）。

２５４
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ではエスニシティーに根ざした政治社会的要因が、特に中小規模レベルでの企業発展に密接に

関係していることを示している。

ペナン州を例外として、急速な工業化の過程で地場金型企業の発展には障害があった。しか

し、全般的には１９９０年代に入ってから地場企業の市場参入が比較的促進されたとみられる。先

述のように、SAFTMADA（現MMADA）の設立も１９９３年のことである。第１に、高度経済

成長により国内需要が拡大したうえに、図４に示すように円高が進行し輸入コストが上昇した

結果、標準化された技術による汎用部品・金型については国内調達への圧力が働いた。これら

の要因は、金型市場規模の拡大に少なからず寄与したと考えられる。

第２に、１９９０年代以降、マレーシアにおいても NC工作機械や CAD/CAMの普及が進み、

金型産業が「装置産業」２７に変容しつつある点は重要である。NC工作機械や CAD/CAMが、

機械化や自動化可能な技術・技能に代替したので、地場金型企業のボトルネックである人材不

足からくる金型生産技術の遅れを部分的に解消した。資金力の弱い地場中小企業にとって高額

の生産設備へ投資する負担は非常に大きいが、マレーシアでは中古機械市場が NC工作機械の

普及に一定の役割を果たしているとみられる。

近年の地場金型企業の生産技術をみると、一般的にはプレス用金型の分野で依然として遅れ

ているのに対し、家電用を中心としたプラスチック用金型の分野では日本と比較しても相対的

２７ 伊東誼［２００２：４５］参照。

図４ 為替レート（期中平均値）の推移

（出所）図２に同じ。
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に発達している。プラスチック用金型がより発達している理由は、需要が相対的に大きいこと

のほかに、プレス用金型と比較して�１CAD/CAMだけではない設計ノウハウを必要とする度

合いが小さい、�２比較的部品点数が少なく生産管理が容易、�３要求される製品精度が使用する

工作機械の加工精度とほぼ同じ、などの生産技術的な相違が指摘されている２８。

マレーシアに固有の社会経済構造により、MNCsと地場金型産業のリンケージ創出は十分

ではなかったため、直接投資の波及効果としての技術移転はこれまで期待される程には進展し

ていない。１９６０年代の第１次輸入代替工業化の開始以来、工業化の歴史は４０年を超える一方で、

地場金型企業の発展が本格的に支援されるようになってからは未だ１０年余とみてよいだろう。

第５節 外部調達

金型企業の外部調達状況についてまず事例から見てみよう。華人系地場プラスチック用金型

メーカー B社は、金型をほぼ全量内製しているが、受注のピーク時には外注することもある。

外注先にブミプトラ企業は含まれない。金型用標準部品は主に台湾から輸入しており、日本か

らもいくらか調達している。鋼材はヨーロッパ製や日本製も使用しており、モールドベースに

ついては中国の外資系企業から輸入している。

華人系地場プレス加工部品メーカー C社は、金型の外注は一切行っておらず、顧客からの

金型の支給もトランスファー金型のみ（全体の１～２％）である。標準部品は、特殊なもの

（楕円形パンチ、長いピン等）を除いて、９５％を多数の地場企業から調達している。金型用特

殊鋼は８５％が日本製で、他にはヨーロッパ製を使っている。

現地日系プラスチック用金型メーカー A社は、小物部品用金型の外注先として地場企業を

使っていることは既に述べたが、標準部品については日本の親会社で製造されたものがマレー

シアの他、イギリス、日本国内の工場へと供給されている。しかし、緊急を要する場合などは

マレーシア工場でも一部内製している。また、場合によって外部調達もする際には、日系企業

の標準部品は価格が３０～４０％高いので地場企業から調達している。中国や台湾から輸入された

ものが多い。金型用特殊鋼は日本製で、プレハードン鋼は日本製や中国製を使っている。鋳物

は自動車部品用金型に韓国製を使用することを検討中で、よければ家電関係にも使用したいと

いう。

以上の事例から分かるように、金型材料は先にも述べたが海外へ依存せざるを得ない状況に

ある。MMADA［２００２c］は、特殊合金鋼が国内生産されておらず、鋳物の技術レベルが低く、

地場企業の間では技術情報等の不足から新素材を扱うのが難しいという課題を挙げている。国

２８ 横田・八幡・大原［２００１：１８６－１８９］参照。
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際金型協会（ISTMA）の統計２９によれば、マレーシアでは２０００年の売上高に占める金型用標準

部品購買費の割合は８．２％で、ISTMA平均（９．２％）より若干低い程度である。一方、売上高

に占める外注費（標準部品以外の金型部品や熱処理、表面処理、機械加工、設計など関連サー

ビスを含む）の割合は２．５％で、ISTMA平均の１０．１％を大きく下回っている。マレーシアに

おいては、金型製造の分業化が未成熟であるといえる。事例をみても日系 A社以外はあまり

外注を利用していないが、最近の傾向としては NC工作機械による外注加工や CAD/CAMに

よる設計専門業者へ外注する企業が増えてきている。厳しい市場環境の中で将来的見通しも芳

しくないことから、多くの金型企業は新規設備投資を控えている状況にあるからである（MMADA

［２００２a：６３］）３０。MMADA加盟企業の間では、自社内で全てを揃えるのではなく、外注加工の

有効活用により生産性を高め、中国などからの価格下落圧力に対抗していきたいとしている。

台湾のような外注加工や専門業者に依存した分業構造の進展が、マレーシア金型産業の今後の

発展に寄与していくものとみられている３１。企業間分業構造の深化には、技術の普及・拡散が

促進されることも期待される。

第６節 生産設備

ISTMA統計によると、２０００年のマレーシア金型産業の売上高に占める新規設備投資率は６．５％

で、日本とは同水準で ISTMA平均（７．２％）より若干低い。以下では、主に金型企業の主要

加工設備である工作機械の設備状況について概観する。

まず、工作機械の輸入額の推移をみると（表６）、１９９７年には総額３億８８１８万 USドルに達

していたのが、アジア通貨危機の影響で１９９８年には対前年比５６％減の１億７１５９万 USドルと激

減した。その後、１９９９年に底を打ち、２０００年には対前年比６１％増の２億６６０９万 USドルまで回

復した。輸入相手先別の割合をみると、１９９６年から２０００年までの合計で日本からの輸入が５割

を超える。通貨危機以降には台湾からの輸入が比較的伸びており、２０００年には１８．１％を占めて

いる。

次に、２００２年９月に実施されたMMADAアンケート調査をもとに、地場金型企業における

２９ ISTMA統計におけるマレーシアのデータ提供はMMADAが担当しているため、やはり前述のよう

にセランゴール州周辺への地域的偏りがあることに留意されたい。
３０ ２００２年下半期中に ISTMAが発表した Business Conditions Reportにおけるマレーシアの金型産業業況

報告によると、投資については２００２年上半期との比較で「下降」とされ、先行き６ヶ月の予測でもさ

らに「下降」することが予測されている。
３１ 台湾における金型産業の分業構造については、斉藤［２００２：１１－１２］を参照。
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工作機械の設備状況を見てみよう（表７）。但し、この調査結果は回答企業数が１３社（回収率

９％、プラスチック用金型７社、プレス用金型及び関連製品６社）とサンプル数が非常に少な

いことに留意されたい。また、MMADAの加盟企業を対象としているのでセランゴール州周

辺に地域的偏りがある。さらに、調査回答企業は平均的な地場企業よりも上層部に位置すると

考えてよいであろう。

まず、導入されている工作機械の設備年齢をみてみると「６～１０年」（１９９３～１９９７年）が５８．２％

と最も多く、「５年以内」（１９９８年以降）が２６．３％、「１１年以上」（１９９２年以前）が１５．５％となっ

ている。この調査では企業の設立時期が不明ではあるが、現在保有されている設備の大部分が

過去１０年間に導入されたものであり、特にアジア通貨危機以前の１９９０年代中葉に活発な設備投

資がなされたことが分かる。なお、マレーシアでは中古の日本製工作機械がかなり入っている

とも言われている３２。

さらに、調査対象企業が保有する工作機械総台数に占める NC工作機械の割合は３５．３％で、

３２ 例えば、日本製のマシニングセンタは通常２０００万円前後とされるが、２０００年に日本からマレーシアへ

輸入されたマシニングセンタ３７２台の平均単価は約１３００万円（１９９６～２０００年の平均では約８８０万円）で、

中古機械の比率の高さが推測される（UNCAD/WTO（ITC）and UNSD, PC-TASデータベースより

算出）。

表６ 相手先別工作機械輸入額とシェア
単位：千USドル

１９９６年 １９９７年 １９９８年 １９９９年 ２０００年 １９９６－２０００年

輸入額 ％ 輸入額 ％ 輸入額 ％ 輸入額 ％ 輸入額 ％ 輸入額 ％

日 本 １７４，１６３ ４５．９２３２，０６２ ５９．８１０９，０９９ ６３．６ ７８，４０８ ４７．６１２７，７７８ ４８．０ ７２１，５１０ ５２．７

台 湾 ５２，５６９ １３．９ ４２，７５３ １１．０ １４，２３４ ８．３ ２２，４１３ １３．６ ４８，２３７ １８．１ １８０，２０６ １３．２

米 国 ５２，０８６ １３．７ ２６，３３３ ６．８ １２，８９８ ７．５ １２，７９１ ７．８ ３１，９１１ １２．０ １３６，０１９ ９．９

ド イ ツ ２５，８４７ ６．８ １６，２６１ ４．２ ８，１５７ ４．８ ７，８８４ ４．８ １１，７９０ ４．４ ６９，９３９ ５．１

シンガポール １１，０４６ ２．９ １３，４５６ ３．５ ６，１５５ ３．６ １５，６９７ ９．５ ９，６９８ ３．６ ５６，０５２ ４．１

中 国 １８，５１８ ４．９ １０，２０３ ２．６ １，４２３ ０．８ ３，２５７ ２．０ ６，５３６ ２．５ ３９，９３７ ２．９

ス イ ス ６，１２４ １．６ ７，７７８ ２．０ ３，４９０ ２．０ ７，７４２ ４．７ ８，８４４ ３．３ ３３，９７８ ２．５

イ タ リ ア ７，２３２ １．９ １０，３１３ ２．７ ２，２２９ １．３ ２，５０９ １．５ ２，０７３ ０．８ ２４，３５６ １．８

英 国 ８，１３１ ２．１ ６，２８４ １．６ ２，２８３ １．３ ２，３３３ １．４ ２，５７５ １．０ ２１，６０６ １．６

韓 国 ６，３４４ １．７ ４，３５９ １．１ ２，７９６ １．６ ２，１５７ １．３ ３，９４２ １．５ １９，５９８ １．４

そ の 他 １７，０４３ ４．５ １８，３８３ ４．７ ８，８３２ ５．１ ９，５０５ ５．８ １２，７１５ ４．８ ６６，４７８ ４．９

合 計 ３７９，１０３１００．０３８８，１８５１００．０１７１，５９６１００．０１６４，６９６１００．０２６６，０９９１００．０１，３６９，６７９１００．０

（注） HS８４５６１０～HS８４６１９０までに該当する品目の合計値。尚、この中でHS８４５６９１「半導体材料上にパターンを
ドライエッチングする機械」は工作機械として分類するのに適当ではないが、マレーシアにおいては貿易
統計に出てこない。

（出所）表１に同じ。
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非 NC工作機械は６３．５％である。前者の内訳をみると、最も多いのが NCフライス盤の２９．８％

で、マシニングセンタ（２０．２％）、NC旋盤（１４．９％）、NC放電加工機（１４．０％）と続く。後

者の内訳は、やはりフライス盤が３２．７％と最も多く、平面研削盤（２３．４％）、旋盤（１６．６％）

と続く。

ここで、設備年齢別に NC工作機械と非 NC工作機械の比率をみてみると、「１１年以上」の

工作機械では NC工作機械が２８．０％、非 NC工作機械が６６．０％である。「６～１０年」ではそれ

ぞれ３１．９％、６７．６％で、「１１年以上」と比較してそれほど変化はない。しかし、「５年以内」の

工作機械については、NC工作機械が４７．１％、非 NC工作機械が５２．９％と拮抗してきている。

生産設備の NC化は、過去５年程の間に急速に進展しているといえよう。

最近導入された「５年以内」の工作機械を原産地別に見てみると（表８）、NC工作機械で

は日本製が５割を超える。一方、非 NC工作機械では台湾製が５割を超え、中国製と日本製が

表７ 地場金型企業の工作機械保有状況
（単位：台、括弧内は％）

５年以内 ６年～１０年 １１年以上 合計

NC旋盤 ８ （９．４） ７ （３．７） ２ （４．０） １７ （５．３） （１４．９）

マシニングセンタ ９ （１０．６） １２ （６．４） ２ （４．０） ２３ （７．１） （２０．２）

NCフライス盤 １７ （２０．０） １０ （５．３） ７ （１４．０） ３４ （１０．５） （２９．８）

NC放電加工機 ３ （３．５） １３ （６．９） ０ （０．０） １６ （５．０） （１４．０）

NCワイヤ放電加工機 １ （１．２） ５ （２．７） １ （２．０） ７ （２．２） （６．１）

NC研削盤 ２ （２．４） ７ （３．７） ２ （４．０） １１ （３．４） （９．６）

NC専用機 ０ （０．０） ０ （０．０） ０ （０．０） ０ （０．０） （０．０）

その他NC工作機械 ０ （０．０） ６ （３．２） ０ （０．０） ６ （１．９） （５．３）

NC工作機械小計 ４０ （４７．１） ６０ （３１．９） １４ （２８．０） １１４ （３５．３） （１００．０）

旋盤 ９ （１０．６） １７ （９．０） ８ （１６．０） ３４ （１０．５） （１６．６）

フライス盤 １４ （１６．５） ４６ （２４．５） ７ （１４．０） ６７ （２０．７） （３２．７）

中グリ盤 １ （１．２） ４ （２．１） ５ （１０．０） １０ （３．１） （４．９）

放電加工機 ３ （３．５） １０ （５．３） ２ （４．０） １５ （４．６） （７．３）

円筒研削盤 ３ （３．５） ２ （１．１） １ （２．０） ６ （１．９） （２．９）

平面研削盤 ９ （１０．６） ３１ （１６．５） ８ （１６．０） ４８ （１４．９） （２３．４）

その他研削盤 ４ （４．７） ６ （３．２） １ （２．０） １１ （３．４） （５．４）

その他非NC工作機械 ２ （２．４） １１ （５．９） １ （２．０） １４ （４．３） （６．８）

非NC工作機械小計 ４５ （５２．９） １２７ （６７．６） ３３ （６６．０） ２０５ （６３．５） （１００．０）

使用中の機械合計 ８５ （１００．０） １８７ （９９．５） ４７ （９４．０） ３１９ （９８．８）

使用していない機械 ０ （０．０） １ （０．５） ３ （６．０） ４ （１．２）

合計 ８５
（１００．０）
［２６．３］

１８８
（１００．０）
［５８．２］

５０
（１００．０）
［１５．５］

３２３［１００．０］

（出所）MMADA［２００２a］より作成。
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それぞれ２割程度である。NC工作機械については日本やヨーロッパ諸国に依存しているが、

非 NC工作機械については台湾や中国などの安価な工作機械により賄われるという棲み分け状

態が読みとれる。

第７節 人材育成と賃金水準

１． 人材育成

高付加価値金型の国産率を高めるには、人的資源の確保が急務である。しかしながら、現状

では熟練技術者・技能者が不足している。根本的な理由として、マレーシア全体において技術

者の絶対数が不足していることが挙げられる。２０００年の学歴別国内労働力人口は（図５）、高

等教育（大学、ポリテクニック、高等専門学校）を受けた労働者の割合は１９９０年の８．８％から

２０００年には１４．０％と上昇しているが未だ低い。政府は、２０１０年にこの水準を３５．０％まで引き上

げることを重点目標の１つとしている。

技術者の需給状況をより詳しく見てみよう（表９）。５ヵ年社会・経済開発計画である「第

８次マレーシア計画」（The Eighth Malaysia Plan２００１－２００５：８MP）によると、主要分野に

おける２００５年の技術者及び技術助手の需要はそれぞれ１０万８４００人（対２０００年比９５％増）、２４万

７７３９人（同９１％増）と予測されている。８MPに先立つ「第７次マレーシア計画（７MP）」で

の実績は、８MP期間中の技術者育成目標のおよそ３分の１、技術助手は８分の１の規模であ

表８ 地場金型企業で５年以内に導入された工作機械の原産地別シェア

国 名 台数 割合

NC工作機械

日本 ２２ ５５％

ヨーロッパ ７ １８％

台湾 ６ １５％

韓国 ３ ８％

シンガポール １ ３％

不明 １ ３％

合計 ４０ １００％

非NC工作機械

台湾 ２５ ５６％

中国 １０ ２２％

日本 ８ １８％

ヨーロッパ ２ ４％

合計 ４５ １００％

（出所）表７に同じ。

２６０



2380.2
2604.3

1643.3

4042.1

5624.5

6767.4

619.7
1343.7

4528.9

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

1990 2000 2010

Tertiary

Lower & Middle
Secondary

Primary

ったことから、いかに理工系の人材育成が急務となっているかが分かる。

政府は、高等教育機関の新設・拡充により、特に理工系分野に焦点をあてそのキャパシティ

ー拡大を図っている。例えば、国立大学の工学部学士課程への入学者数は１９９５年の９７５６人から

２０００年には２２２．８％増の３万１４９４人となった３３。また、１９９６年の「私立高等教育機関法」により

図５ 労働人口の学歴別シェア

（注） 棒線グラフ上の数値は人数（単位：千人）。２０１０年は予測値。
（出所）The Third Outline Perspective Plan 2001−2010（OPP３）、p．１５１より作成。

表９ 技術者及び技術助手の需要と供給（単位：人）

２０００年ストック
（A）

２００５年需要予測
（B）

純増加
（B）－（C）＝（D）

７MP実績
８MP育成目標

（E）
潜在的需給ギャップ
（E）－（D）

技術者 ５５，４８５ １０８，４００ ５２，９１５ １８，２５５ ５１，７１６ －１，１９９

土木 １８，８２８ ２７，５００ ８，６７２ ５，１６２ １１，７１６ ３，０４４

電子・電機 １９，１４９ ３８，６００ １９，４５１ ５，５３８ １６，５３７ －２，９１４

機械 １４，６２０ ２９，８００ １５，１８０ ４，７２９ １３，１００ －２，０８０

化学 ２８，８８８ １２，５００ ９，６１２ ２，８２６ １０，３６３ ７５１

技術助手 １３０，０２４ ２４７，７３９ １１７，７１５ １１，２０９ ８６，０３０ －３１，６８５

土木 ２３，４３６ ７１，４０１ ４７，９６５ ２，７０９ ２３，０２０ －２４，９４５

電子・電機 ５９，４１２ １０３，８５６ ４４，４４４ ３，０５５ ３７，７００ －６，７４４

機械 ４５，４７３ ６７，０７３ ２１，６００ ２，８８５ ２１，６００ ０

化学 １，７０３ ５，４０９ ３，７０６ ２，５６０ ３，７１０ ４

（出所）OPP３， p．９５より作成。
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高等教育は大幅に自由化され、近年では、私立大学３４の設立が相次ぎ、また私立高等専門学校

も急増している。高等教育で民間セクターが果たす役割が、特に科学技術系分野において重視

されている。私立大学の学士課程においては、華人系を中心とする非ブミプトラ学生の割合が

７９．５％（１９９９年）に達している３５。

また、マレーシアの産業変遷が、労働市場における需給ギャップを助長している側面がある。

つまり、IT（情報技術）産業での人材不足も指摘されており、金型産業のような基盤産業よ

りも人気の高い IT産業と有能な技術者を巡った産業間の競合が懸念されている（MMADA

［２００２c］）。

さらに、技術者・技能者不足の背景には、金型産業へ労働者を惹き付けることの難しさも挙

げられる。MMADAによると、金型産業はいわゆる「３K」のイメージが定着しており、金

型産業への就労を希望する人材に限りがあるのが実情である。特に、ブミプトラはこのような

「３K」イメージの職種を避ける傾向があるといわれ、金型産業の中核を担うのが華人系企業

であるのはそのためであるという見方もある。

この労働力不足の一部を補完しているのが外国人労働者である。２０００年の合法外国人労働者

数は約７５万人で全労働力人口の７．８％を占める３６。SMIDEC［２００２a］の調査によると、中小企

業では総従業員数の平均１９．１％が外国人労働者であるので、中小企業においてより比率が高く、

金型産業もその例外ではない。例えば、地場プラスチック用金型メーカー B社では、中国、

ネパール、バングラデシュ、インドネシアからの外国人労働者が働いている。地場プレス加工

部品メーカー C社では、１２０名の従業員のうち実に３割がバングラデシュ、ミャンマーなどか

らの外国人労働者である。

他方、マレーシアで養成された技術者の一部は、待遇面でより魅力のあるシンガポールへ流

出しているとも言われている。また、海外で養成され働いているマレーシア国籍の技術者の呼

び戻しも課題となっている。

政府は人的資源開発に関して職業訓練も重視しており、人的資源省傘下の全国職業訓練評議

会（NVTC）の管理下で、国家職業技能資格（NOSS）が開発されている。この NOSSに基づ

き提供されている各種職業訓練プログラムを修了すると、それぞれの技能基準に応じてMalaysian

Skills Certificate（MSC）と呼ばれる５段階の技能証明書が取得できる。この枠組みに基づき、

３３ ８MP, p．１０５参照。
３４ テレコム・マレーシア社出資によるマルチメディア大学（Universiti Multimedia）、テナガ・ナショ

ナル社によるテナガ・ナショナル大学（Universiti Tenaga Nasional）、ペトロナス社によるペトロナ

ス工科大学（Universiti Teknologi Petronas）など。
３５ OPP３, p．１０７参照。
３６ ８MP, p．９２参照。
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多くの公的機関及び民間機関により金型関連（金型製作、機械加工、CAD/CAM）の長期就

業前訓練プログラム（１～３年間）及び短期研修コース（数日間～数週間）が提供されている３７。

以上のように、学校教育機関や職業訓練機関の拡充が積極的に図られている。このことは一

定レベルの人材の量的拡大には寄与するが、経験の蓄積に基づく熟練形成と同義ではない。現

地日系金型メーカー A社によると、地場金型企業と比較した場合の優位性は最後の「仕上げ」

（日本人の「仕上げ」アドバイザーが常駐）にある。より熟練が必要とされる工程に日本人技

術者を置くことで品質・納期保証の面で地場企業との差別化がなされている。A社では、高

等専門学校卒の人材を新卒で採用し、外部の職業訓練プログラムは利用せずに全て企業内訓練

で育成しており、ここ数年はジョブ・ホッピングがほとんどなく定着率がよい。いずれは全て

現地スタッフに任せられる段階までを考えている。

MMADAの中核を担う地場金型企業の代表者の間でも、機械設備に体化していない技術を

いかに獲得するかが懸案となっており、例えば海外貿易開発協会（JODC）に専門家派遣を要

請している３８。マレーシアでは海外からの直接投資が減速している状況下で、日本人技術者招

聘への需要はますます高まりつつあるといえる。特に、政府開発援助（ODA）などの公的ス

キームを補完するものとして、民間ベースでもより即応的・柔軟的な技術者招聘が求められて

いる。英国本拠の日系人材紹介会社ではマレーシアやインドネシアへの日本人技術者紹介事業

が好調で、特に生産管理や金型製作などへの引き合いが多いという３９。

２． 賃金水準

第４節でも述べたように賃金の上昇がマレーシアの価格競争力を弱めている側面は否めない。

SMIDEC［２００２a］の調査は、中小企業の人件費上昇率は３．５％で、製造業全体の０．１％を上回

っていることを明らかにしている。

ここで、MMADA調査による地場金型企業の賃金水準を見てみよう（表１０、表１１）。未熟練

労働者の平均月額給与（出来高分を含む）は１８４USドルで、熟練機械工は同５７４USドル、熟

練設計者は同８４２USドル、フォアマンは同８７２USドルに達する。これに加え、各職種の給与

水準の１～２割に相当する付加給付と特別報酬が支払われている。

１９９０年に設立された華人系地場金型メーカー B社は、１９９５年にマレーシアでの事業をサポ

ートすることを目的として中国・東莞に単独出資による工場を設立した。中国工場では、３５名

の従業員がプラスチック用金型の設計・製造を行っており、全量マレーシアへ輸出している。

中国進出のきっかけは、低廉で豊富な労働力による生産コスト削減と、東莞には大手金型用標

３７ 詳細については、マレーシア金型工業会［２００３：２２１－２２５］参照。
３８ MMADAヒアリング調査、２００２年８月。
３９ 『日本経済新聞』２００２年１０月２２日。
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準部品メーカー（モールドベース）が自動車で１時間以内の距離に集まっており、納期の短さ

という魅力もある。B社によると、中国における技術者のレベルは、経験年数こそマレーシア

よりも短いが、基本的には自前で設計から製造まで可能である。単純労働者の賃金はマレーシ

アの半分程度だが、設計者になると同程度かむしろ高い程だという。マレーシアにおける人件

費の高さが明確な一方で、中国では需給関係により設計者の賃金が割高になっている様子がう

かがえる。

第８節 国の政策

１． 中小企業産業開発計画

政府は「第２次工業化マスタープラン」（The Second Industrial Master Plan１９９６－２００５：IMP

２）で、製造業における高付加価値産業への転換、情報通信技術（ICT）の活用を重視すると

共に、中小企業を国内における主要な産業クラスターを高度化させる鍵として重視している。

この IMP２を補完する形で、SMIDEC［２００２b］は「中小企業産業開発計画」（The Small and

Medium Industry Development Plan２００１－２００５：SMIDP）を策定した。SMIDPの目的は、

第１に、グローバルに競争力のある中小企業の発展に資する有効な政策環境を創出すること、

第２に、知識集約型中小企業の育成を振興すること、である。

表１０ 地場金型企業における月額給与
（出来高分を含む概算、単位：USドル）

最 低 最 高 平 均

フォアマン ６９１ １，０８６ ８７２

熟練設計者 ７２４ １，４１４ ８４２

熟練機械工 ５０７ ８２２ ５７４

未熟練労働者 １６４ ２０４ １８４

表１１ 地場金型企業における１ヶ月当たりの付加給付と特別報酬
（概算、単位：USドル）

最 低 最 高 平 均

フォアマン １６９ ２７２ １８２

熟練設計者 １６７ ２８６ １７４

熟練機械工 ６１ １２９ ６１

未熟練労働者 ４５ ７１ ３１

（出所）いずれも表７に同じ。
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この SMIDPの中で、「金型は全ての製造業部門において必要とされるため、機械・エンジ

ニアリングサービスグループに属する金型産業は、産業間及び産業内リンケージを高める戦略

的部門として促進されるだろう」（下線は原文のまま）とされており、政府の金型産業振興に

対する意識が強いことが分かる。政府の研究開発や技術力向上のための制度的支援として、マ

レーシア工業規格研究所（SIRIM）に金型デザインセンター（Mould and Die Design Centre）、

精密部品・金型技術センター（Precision Parts and Tooling Technology Centre）が設置され、

各種インキュベータープログラムも提供されている。その他には、テクノロジー・パーク・マ

レーシア（TPM）にMASTERセンター（Malaysia Advanced Science Technology, Engineer-

ing and Research Centre）が、マラヤ大学にプレス用金型センター（Press Die Centre）があ

る。

２． 税制優遇措置

金型産業は促進産業の１つであるので、創始産業資格（パイオニア・ステイタス：５年間法

定所得の３０％にのみ課税）、投資税額控除（ITA：工場・プラント・機械・その他設備への資

本投下に対して６０％の税控除）等の税制優遇措置の対象となっている。特に、ハイテク産業優

遇措置（High Technology Incentives）と呼ばれる５年間法定所得が全額免税となるパイオニ

ア・ステイタスの対象となるのは、�１脚切り成形用金型、�２半導体キャビティ・封止用金型、

�３ハードディスク駆動装置部品サスペンション用金型、�４半導体リードフレーム用順送り金型、

�５光ファイバーコネクター用金型、の設計・開発・製造に携わる新規及び既存の企業である４０。

ハイテク産業優遇措置により国内で既に生産活動を行っている金型企業の製品高度化、及び海

外から新規に外資系金型企業の投資を呼び込むことで、高精密金型の国産率の向上が目指され

ていることが分かる。しかし、その対象となっているのは半導体関連の金型に偏っているため、

IMP２で掲げている製造業の多角化戦略に沿ってより広い視野で現場のニーズに対応する必要

があろう。

３． 財政的支援

SMIDEC［２００２a］の調査によると、中小企業の５０．７％が銀行から融資を受けている。その

他の資金調達先としては、自己資金（２７．３％）、家族（９．８％）、インフォーマル金融業者（５．９％）、

友人（３．４％）と続く。開発途上国として比較的高い割合で銀行部門が中小企業の資金需要を

満たしていることが分かる４１。中国へ進出している地場金型メーカー B社によると、中国でビ

ジネスを行う際の１つの難点として銀行融資を受けにくい点を挙げている。

４０ MIDA提供資料参照。
４１ マレーシアの各種中小企業金融支援策については、国際開発銀行開発金融研究所［２００１］に詳しい。
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人的資源開発委員会（HRDC）では、雇用者が企業規模により月額給与の０．５～１％を拠出

し、その従業員が職業訓練を受ける際に補助金を受給できる人的資源開発基金（HRDF）を実

施しており、MMADA加盟企業もこれに参加している。しかし、SMIDEC［２００２a］の調査に

よると、職業訓練のために政府が支給する補助金を利用している中小企業はごく僅かなのが現

状で、５６．３％の中小企業が自己資金により参加している。これに関連し、マレイシア経済研究

所［２００２：１２７］は、「MITI（国際通商産業省）はブミプトラや、非ブミプトラ系中小企業を

支援するために数々の補助金や低利融資を実施しているが、非ブミプトラ系の中小企業はほと

んど利用していない。MITIからの広報がほとんどなく、多くの中小企業側はそうしたファン

ドの存在すら知らない」とその問題点を指摘している。

４． 産業リンケージプログラム

１９９２年に前身のプロトン・コンポーネント・スキームから移行されたベンダー育成プログラ

ム（VDP）では、アンカー企業と呼ばれる大企業が、ベンダー企業から製品を購入すると同

時に必要とされる技術的支援を行う。根本的にブミプトラ企業を対象としているため、その効

果は限られている。１９９７年には、SMIDECにより産業リンケージプログラム（ILP）が新たに

開始された。ILPでは参加率は低いものの非ブミプトラ企業も対象になっている。また、参加

者に技術サプライヤーが加わり中小企業の技術力向上により重点が置かれていることに特徴が

あるが、系列型の下請け組織化という意味で VDPと変わりはない。しかし、マレーシアの裾

野産業の層は薄く、調達の効率性と生産工程の一貫性を高める系列形成と、中小企業の技術力

向上の目的は必ずしも一体化せず、結果としてその成果は不十分となっている（石筒［２０００：

１２５］）。

VDPや ILPとは異なるタイプのリンケージ強化プログラムとして、ペナン技能開発センタ

ー（PSDC）が１９９８年に Global Supplier Programme（GSP）を開始した。GSPでは、メンバ

ーであるMNCsが参加中小企業に対して共通して提供する研修プログラム（Training Initiative）

と、MNCsと中小企業が実際に協力関係を構築し特定の技術移転が行われる部分（Linkage

Initiative）とに大別される。GSPを上記の VDPと比較すると、「計画の段階から支援する側

の多国籍企業が参加し」、「共通して必要な研修についてはこれをコースとして一括して提供し

ており、個々の企業の負担が軽減され」、「中小企業の能力を研修を通じて把握することができ」、

「中小企業がブミプトラに限定されておらず、対象がより広い」という利点が指摘されている

（穴沢［２０００：１９］）。GSPでは、MNCsの経営資源をプールし誰でもアクセスできる準公共財

的性格を併せ持つため、MNCsと中小企業の双方にとって参加しやすくなっている。従来の

下請け組織化よりも中小企業育成の柔軟性が増し、その有効性が期待されている。GSPは

SMIDECにより他州への普及が図られている。
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おわりに

国内金型需要における現在の輸入依存度の高さは、地場金型企業の発展に関係している。現

在輸入に依存している高精密金型や大型金型など高付加価値の金型を現地調達できれば、ユー

ザーの利益は大きい。金型の輸入依存度が高い背景には、輸入金型のユーザーであるMNCs

の製品が、輸出市場を対象としているために金型の品質に対する要求水準が高く、日用品等を

ユーザーとして発達してきた地場金型企業にとって技術的な参入障壁が高かったことがある。

MNCsと地場金型企業の技術的な格差は、MNCsの集積がもたらす国内への後方連関効果を

制約し、それが同時にMNCsの発展を制約した。さらに、マレーシアの社会経済構造に依拠

する工業化政策にはブミプトラ政策というマレー系企業家を育成する志向性があり、華人系企

業が主体である金型産業への支援を抑制する含意があったことも関係する。しかし、近年では、

特にプラスチック用金型の分野で装置産業化が進んでいる。装置産業化により金型品質の飛躍

的な向上がみられれば、金型企業にとっても受注できる範囲が広がる。地場金型企業から必要

な金型を低価格で随時調達できれば、MNCsにとっても発展の可能性がさらに広がる。その

実現には、熟練した技術者および技能者の確保が急務となっている。 （佐々木 啓輔）

付 記

本稿執筆にあたり、訪問調査では企業の方々に多大なご協力を頂いた。また、伊東誼氏（東

京工業大学名誉教授）、早瀬紘一氏（Deloitte Touche Tohmatsu）、水野順子氏（アジア経済

研究所）より草稿に対する貴重なコメントを頂き、横田悦二郎氏（黒田精工株式会社）、小松

勇氏（小松技術士事務所）にも研究会活動を通じてご教示を頂いた。ここに記して深く感謝申

し上げる。無論、本稿におけるすべての誤りは筆者の責任である。
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